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ロシアのエコロジー危機と

その克服の道

ヴェ・ベルキン、ヴェ・ストロジェンコ

1 .新しい自然環境破壊要因

エコロジーの世界的状況は、地球規模のカタストロフィーに人類を陥らせる危険があるO

豊かな工業社会というモデルは、現在では実現不可能なものとなった。このモデルでは、自

然は技術文明に基づく無限の経済成長のための現実的で無尽蔵の資源であるとみなされてい

た。今日では世界の権威ある人々が、人類社会発展の方向や目的であった、おなじみの「経

済効率Jというものに展望がないこと、袋小路に陥っていることを認めているO ワシントン

の世界資源国際研究所所長である J. スペイトは、 121世紀半ばまでには世界の生産量はお

よそ 5倍に増加するが、現代の技術は生物界に汚染物質を排出することによって人類を滅ぼ

す」と饗告している O それゆえ、現在の技術の根本的な変革が絶対に必要なのである(1)。新

しい発展系列、新しい長期的予測目標の設定、本質的に新しい文明モデルの必要性は明らか

であるO

世界的な研究や世論に訴える長期にわたる有効なエコロジー対策は、特に我が国に関連が

あるものなのだが、我が国はその問題において最も消極的なのであるO

旧ソ連の政治経済閣の崩壊は、自然環境や自然利用の危機的状況を強め、それはまた社会

発展の重大な不安定要因になっているO 数十年の聞に、我が国にはエコロジーの諸問題が蓄

積され、それは地域の大部分のエコシステムと景観の破壊へと導き、多くの場合破滅的結果

に至ったのであるO

ペレストロイカ期までに不断に作用してきた顕著な自然環境破壊の諸要素に、過渡期の新

しい要素が加わってきたのだが、そのうちで最も重要なのは次の事柄であるO

1. ソ連邦の政治的崩壊。これには、国家的規模でエコロジーを管理したり自然利用の計

画化や政策立案を行なう全ソ連的研究所の閉鎖、大規模国家フ。ログラム実行の停止、他

の地域の利害に対する不思蔵や天然資源の非効率な利用をもたらすような地域主権化が

関連している O

2.国際的紛争や戦争。全体としての自然や生存環境の直接的な損害(地表面の破壊、給

水源の破壊、湖沼の汚染)に加えて、民族間紛争が社会発展の優先順位をことごとく変

更してしまし¥近年の計画においてはエコロジー問題は放棄されているO 地域紛争に直

面する住民は日々の生き残りに忙しくて、自然環境の問題に関心をもつまでには至って

いな ~'o 交通路やダム、パイプライン、自然保護設備の破壊や原子力発電所の爆発とい

う危険な状況が非常に尖鋭化しているO

3.経済圏の破壊。経済的連関の瓦解は、エコロジー関連設備の生産に大きな影響を与え
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た。国家のもとに集中される財源不足は、エコロジ一分野での投資活動の縮小をもたら

した。長期資金の不足と資金の非集中化は、エコロジーの問題点の綾小化や地区での無

秩序な「つぎはぎだらけの穴」政策へと導く O

4.社会的緊張。諸社会集団の政治化された社会意識は、ポピュリスト的目的や選挙前行

動、そして権力機関への抵抗を組織するために、「エコロジ一地図Jをしばしば利用し

ているO エコロジ一過激主義の登場は重大な結果(医療や製薬、農工などの生活にとっ

て重要な施設の建設の妨害や閉鎖)をもたらし、社会的緊張は、地区・自治体に対する

地域・国家のエコロジー問題における優先権の障害となっているO

5.商業機構の(対エコロジーへの)無関心。市場経済形成の最初の段階は、自然利用と

エコロジーの状態に否定的な影響を与える。粗野な市場、資源の略奪的利用、成上がり

心理が優勢であるO 貴重な天然資源その他の密猟や密輸といったエコロジ一関連の犯罪

が増大しているO 取引所や商業銀行、企業その他の市場機構は、自然環境保護を援助す

る可能性を今のところまだ有していないのであるO

J. ベッチンガ(ブラジル)は、リオ・デ・ジャネイロで開催された世界エコロジー会議

(1992年)の参加国を充分な論拠をもって4つに分類した。それは、工業発展国、工業未発

展国、不均等に発展した園、そして構造的に崩壊あるいは政治的に分裂した国であるO 最後の

グループには、「……自然との関係において絶対的に組暴である経済モデルを示しているJ2l

ところの旧社会主義国が含まれているO

政府の報告(3)によると、ロシア連邦のうちの15%の地域、放牧地を含めると18---20%の

地域で厳しい、非常に厳しいエコロジー情勢が生じているO 数百万ヘクタールが永続的な汚

染を被っている(そのうち、チェルノブイリ地帯だけで550万ヘクタールである)。土壌の激

しい流出が耕地の2/3で生じているo 1年間に15億トンの肥沃な地層が押し流されている O

ロシアの土壌面はエコロジー的安定性を失ってしまい、元には戻せないのであるO ロシアの

黒土は破滅の危機に瀕しているO 水に関するエコロジーの破壊のうちの32%、汚染について

は56%が、人間を原因とするエコロジーの緊張状態であるo5000万人以上の人々が許容レベ

ルの10倍以上、 6000万人以上が5倍以上の大気中の有害物質の影響をうけている O 環境の悪

化に関連する疾病は、住民の全発病数の40---60%に達しているO

システムの危機が環境に与える否定的な影響と並んで、エコロジ一分野で肯定的な意義を

有する、以下のような新しい諸要素にも注目すべきであるO すなわち、天然資源を大量に消

費する軍産複合体への発注の削減、自然環境にとって破滅的なヴォルガ・チャグライ型の

「巨大建設事業」の中止とその分野での政策見直し、土地や水その他の天然資源は有償であ

るという概念の確立、新しいエコロジー税政策作成の開始、廃棄物利用や二次資源その他の

利用に対する市場機構の関心の拡大、価格自由化の結果としての資源保全への刺激と原料価

格の世界市場価格への接近、グラスノスチのおかげによる自然保護の重要性に関する住民の

自覚の芽生え、基金や協会その他のエコロジー組織の設立、我が国のエコロジー問題とそれ

が危機的状況に至る可能性、その国際的規模での危~~J性についての西側の関心の強まりなど、

であるO

エコロジー的サパイパルという概念は、ロシア連邦の長期的な発展予測の重要でかけがえ
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のない構成部分になる必要がある。まさに長期的予測こそがこの概念、の形成を可能にするの

だが、それは居住環境の変化のプロセス自身、極めて長い時間がかかるからであるO 更に、

短期的・中期的なエコロジー予測は、「自の前の」サパイパル問題の解決を必要としている

政治闘争におおわれてしまい、その重要性を失ってしまうからでもあるor憎しみの日々J
の圧迫の下で、エコロジー問題を短期・中期的予測!の「括弧の外に出すJ誘惑さえも現われ

てくるO エコロジー上、緊急に必要な資金支出の中断は、今後の発展にとって有害なものと

なるだろう O 自然過程を一時的に停止させてはならないし、経済が安定して上昇し始めた後

にエコロジー問題に立ち廃るということであってもならなし、。この過程は一般に情性的であっ

て、生存環境の単調な崩壊は破滅的でとりかえしのつかない結果へと導くのであるO

2.軍事化と非軍事化の自然環墳への影響

今世紀の大部分にわたって続けられた国の軍事化が、口シアが味わっている深刻なエコロ

ジー危機の根本原因である O

その全期間にわたって国民総生産の30---50%が直接あるいは間接的に軍需に費やされたの

だが、第二次世界大戦の時には際立つて多かった。その他の目的のための資金は残余原則に

従って同家独占に分配された。エコロジーに対する負担が増大した最近の10年間においてさ

えも、自然保護措置への支出は最低限のままであった。

軍事化はエコロジーの状況に対して、二重の否定的な影響を与えてきたし与え続けているO

軍事化は自然を破壊すると共に、自然の保存や回復のために必要な資金をむさぼり食うので

あるO

軍事化の結果、国内の地域のかなりの部分を、試射場、弾薬貯蔵庫、飛行場、駐屯地その

他の様々な軍事施設が占めてしまった。特に自然環境を汚染する採掘・原料部門が肥大して

いるような国民経済の「重Lリ部門構造の原因となった武器生産が、エコロジーの状態に大

きく影響しているO

エコロジーの状態を一層複雑化する国産の武器生産の特質を指摘しておこう O そのうち最

も重要なのは、安全性の確保が全く欠落していることであるO よく知られているように、安

全性に対する最も重大な脅威は核兵器の生産から生じているO 核兵器の生産には、当初から

いくつもの事故の危険が伴っていた。特に重大な事故は、ソビエトの原子爆弾が生まれたと

ころであるチェリャピンスク州のコンビナート「マヤークJで1949年、 1957年、そして1967

年に発生した。更に、スベルドロフスク州とクルガン州に損害を与えた放出放射能の合計は、

チェルノプイリ事故のそれを上回っているO 汚染面積は4000平方キロメートルに達してい

る(4)。秘密体制の結果、軍産複合体の原子力企業の事故はほとんど知られていな ~\o だが、

入手している情報からだけでも、その地域のエコロジー状態は以前と同じく危険であること

が証明される O また、 1993年4月には、トムスクー 7の化学コンビナートのプルトニウム生

産現場で事故が発生し、 250kmの範囲にわたって放射能に汚染された。それに類似したプル

トニウム生産技術がクラスノヤノレスクでも用いられているが、そこには将来における危険性

が字まれているのであるO

Q
d
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原子力発電所は軍需生産の一部を構成するのだが、これに関する情報は純粋の軍事施設に

関する情報よりも相対的により重要であるO 伝統的なエネルギー資源に富んでいる我が国に

おいて、原子力発電所の主要な使命は、発電所建設の初期の段階ではプルトニウムを生産す

ることにあった。このことから、国防施設の大部分に特徴的であるところの安全性確保に対

する要求水準が低下したのであるO 国産原子力発電所のその他の構造的欠陥については、原

子炉が容器によって「包まれて」おらず防護壁も有していないという、自然環境にとって特

に危険な事柄を強調する必要があるO どんな重大な事故でも、その結果として放射能障害を

もたらす広大な地帯を作り出してしまう O こうしで、チェルノブイリの大惨事はベラルーシ

の大部分とウクライナ、ロシアを放射能汚染地域にしてしまったのであった。この問、 1979

年にはアメリカの「スリーマイル島Jの原子力発電所において防護壁を原因とする大きな事

故があったが、放射能は発電所施設外にはほとんど洩れなかった(5)0

以前、 A.IT.サハロフ博士は、国産原子炉の不安定性を考慮して、原子炉全体を地中に埋

め込むことを提案した。そのことは、原子力発電所のコストを大きく高めたであろうことは

当然であるO 当時の原子力発電所の送電費用は安かったのだが、原子炉の地中埋め込みは、

原子力発電をさらにより非効率にしたであろう O それゆえ、このような提案は認められなかっ

たのである。だがその結果、周知のように、偽りの経済性というものが、しばしば経済性を

越える損害へと転換してしまった。

1991年から92年にかけてロシア科学アカデミーの専門家グループが原子力発電所を訪れて、

原子力発電所稼働の安全性を判定するための綿密な調査を行なった。専門家たちは、国産の

原子炉は非常に危険で、あるとの結論に達し、少なくとも15の原子炉を期限前に稼働停止させ

ることを提案した(ヘ我が国の原子力エネルギーの発展の直接の関係者である E.ヴェリホ

フ博士が検査を指揮した以上、このような先入観にとらわれなていない結論への疑いは生じ

得ない。我が国の生き残りにとって、チェルノブイリの大惨事が重大な結果をもたらしてい

ることについてはこれ以上の説明を要しないだろう O

それでもなお、人類の生き残りはより完全な原子力発電所なるものの脅威にさらされてい

る。原子力発電所なしで済まそうと努力している国々があるO スウェーデンとアメリカはこ

の10年間に一つの原子炉も作らず、 108の原子炉への注文は破棄された(7)。

ミュンへンで行なわれた iG7Jの会議 (1992年7月)では、国際原子力機関によって作

成された事前手続きプランが承認された。 CISを含む東欧のポスト社会主義国向けのプラン

では、一つの最も危険な原子炉の閉鎖、その他の原子炉の一新、エネルギーの西欧からの調

達も含めた代替エネルギー源の利用、が規定されているO こうした措置に必要な費用は合わ

せて100--200億ドルである川。

だが、原子力エネルギ一分野の優れた専門家である B.レガソフ氏によると、我が国の多

くの原子力発電所は安全な状態には達し難いのであるO 国産原子炉の除去不可能な構造的欠

陥ゆえに事故の確率は極めて高く、設備配置の仕方は防護壁の建設を不可能にしているは)0

レガソフ氏の考えには、生態学者を初めとする国内・国外の多くの研究者が同調しているO

ECの環境問題委員会の専門家であるカルロ・リガ・ディ・メアノは、将来において原子力

発電所なしで済むような、エネルギーの経済的・合理的利用プログラムの作成を提案した(10)。
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このプログラムの実現には150億ドル必要であるが、それは国際原子力機関の計画実現費用

とほぼ同じである O アカデミー準会員でロシア連邦大統領顧問である A.ヤブロコフは、非

軍事化の結果としてエネルギー資源が浮くので、それをつかえばそれほど巨額の追加費用は

必要ではないと見ている〔川。

残念なことに国家指導者は、エネルギ一生産発展の他の道を選択してしまった。チェルノ

ブイリ・ショックを原因とする 6年間のモラトリアムの後の1992年に、ロシア連邦政府は、

稼働中の原子力発電所を拡張し新しい原発を建設するプログラムを決定した。確実に環境と

人類への脅威となるような33の原子炉が建設されるであろう(!九

国内の軍事生産の第二の危険性は、その配置の仕方にある O アメリカでの核兵器は、当初

から半砂漠地帯で、すなわちロスアラモス高原で生産されているが、我が国の核兵器の生産

は人が住んでいるところ、すなわちチェリャビンスク州とクラスノヤルスク地区の南部に広

がっているO 兵器生産配置に対するこのようなアプローチの仕方は今後も維持されるO その

結果、ウラルだけで50万人を超える住民が大量の放射線を浴びたのである(ヘ

第三の特徴は、原子力生産後の廃棄物埋蔵問題がつい最近まで、ほとんど完全に無視され

ていたことであるO 安全な貯蔵所の建設のために充分な資金が割り当てられなかった。それ

ゆえ、コンビナート「マヤークJは40年間にわたって稼働してきたにも拘らず、ただ一つの

貯蔵所が建設されたのみであった。武器としてのプルトニウム生産から生じる放射性物質の

主要な部分は、当初はカラチ湖に投棄され、その後は埋蔵地に埋められた(附。耐周期聞を終

えた潜水艦の原子炉は、長年にわたって北部の梅洋、主にノーヴァヤ・ゼムリャ地区に投棄

された。

放射性物質のこのような埋蔵方法の禁止がリオ・デ・ジャネイロで決定されたにも拘らず、

無視され、しかも少なくとも今後5年間は決定を遵守する可能性はないのである。一方では、

このような行為が続くと、住民が消費する魚その他の海産物が非常に有害であることが明ら

かになってくるだろう O 原子力廃棄物で満たされた容器は極めて短命で、金属製容器ならば

10年間で、コンクリート製容器ならば30年間で壊れてしまう(問。

はるか以前の我が国では、原子力兵器と化学兵器の埋蔵が行なわれていた。第二次世界大

戦直後には、バルト海の断崖で数十トンもの有毒物質が海中に沈められた。このような有毒

物質の埋蔵方法は、最近でも小さくない規模で実際に行なわれていた。 1989年から90年にか

けての時期だけで10万トンを超える有毒物質が海中に沈められたのである(16)。

原子力兵器と化学兵器の海洋埋蔵が異常に危険となったため、 1992年末にロシア連邦政府

の下に、指洋での特殊な任務を帯びた活動を行なう委員会が設置され、 A.ヤプロコフによっ

て指揮されることになった。専門家の計算によると、バルト海の浄化だけで260--300億ドル

の費用と25年から30年の年月がかかる(ヘ

放射性廃棄物の安全な埋蔵問題は、近年、高いレベルでの議論の対象となるほど緊急の問

題となってきた。 1993年4月にパンクーパーで行なわれたエリツイン大統領とクリントン大

統領の交渉の結果、アメリカ側は放射性廃棄物埋蔵施設の建設に関してロシアに援助を与え

る義務を負うことになった。日本が同様の援助を極東での埋蔵施設建設に対して行なうこと

が約束された。
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我が国の軍事生産の第四の特徴は、規定されてる使用期間を終えた武器の解体や利用、そ

して安全な保管という科学・技術的問題が、長期にわたって解決されなかったし今も全く解

決されていないことであるO 一方では、時間が経過して蓄積された武器が老朽化するにつれ

て、この問題の緊急性は増大しているO この問題は、 SALT--1とSALT-2という攻撃兵

器の削減に関するアメリカとの取り決めの結果、近年には特別に緊急なものとなった。この

協定で規定された核弾頭の破壊は、我が国の未発展の経済に対して数十億ドルの出費を求め

るO それゆえ、その費用のかなりの部分をアメリカが埋め合せる義務を負ったのであった。

たとえ SALT-2が批准されないとしても、いずれにせよ核弾頭は耐周期間の完了による破

壊を免れえないのであるO しかしその場合には、核弾頭の破壊はロシアの負担で行なわなけ

ればならないことになり、若干多額の出費が必要となる(1九

核ロケット兵器破壊のエコロジー的安全性が、破壊過程の技術的経済的保証如何に直接に

依存していることは明白であるO このことは、最近の国際文書で破壊することが規定されて

いる化学兵器にも完全に当てはまるO

一方では、自然や住民の安全を犠牲にして経済性を求める傾向が観察されるO

爆破によってロケットを破壊する方法に関して重大な疑念が生じてきてし情。少量のロケッ

トが爆破されたに過ぎないノボシビルスク州やヴァルダイの至るところで、爆破から生じる

ダイオキシンその他の毒性の高い物質による環境汚染が見出された。独立科学センターの専

門家は、こうした地域における小頭児や低背児といった奇形児の出生との関連を指摘してい

る(ω。

化学兵器の破壊問題も少なくない不安を引き起こしているO ロシアを含む115ヶ国の代表

によって調印された化学兵器の禁止とその破棄条約に従って、近いうちに蓄積・貯蔵された

有毒物質の全てを破壊する。公式文書によれば、有毒物質は4万トンであるが、化学博士で

ある凡フヨードロフ氏は6万から 7万トンあると見なしている(初)。

化学弾薬の浸水処理と並んで、丘陵地帯の箪事・化学試射場で弾薬を試射するという間接

的破壊がこれまで行なわれてきた。しかし我が国での化学兵器の解体は、それを製造した企

業において行なわれることになっている(安全性の見地から有毒物質の破壊は収納場所で行

なっているアメリカとは異なっている)。この問題を解決することこそ、我が国の古びた鉄

道による有毒物質の輸送は最も危険であるゆえ、アメリカ方式で行うことが、まさに必要な

ことであると思われる。専門家の評価によれば、有毒物質を輸送する列車の事故は数百万の

人々を全滅に至らせる力をもっているのである (2九一方、チャパエフスク(サマラ州)とノ

ヴォチェボクサルスク(チュパシ)には、有毒物質破壊のための施設が既に準備されているO

この施設が未だ稼働していないのは、地方政府と住民の見地だけを考慮しているからである。

有毒物質のチュパシへの搬入の禁止はチュパシ共和国の法律によって強められているが、有

毒ダイオキシンに対する法律をもたないチャパエフスクの市ソビエトは、自分たちの都市が

エコロジー被災地帯に指定されることを要求している(辺)。
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3.長期的目標を有するエコロジ一政策システムの形成

ロシアの長期的エコロジ一政策概念は、最高度に完全に上記の状況を考慮して作成されな

ければならない。しかし、エコロジー問題の重要性と緊急性にも拘らず、エコロジ一政策は

独立の性格を持ち得ない。それは政治経済政策と同様に、社会政策の構成部分として作成さ

れるものであるO このことは鋭いシステム危機に見舞われている現段階のロシアには特に重

要であるO 以前には、全体主義的イデオロギー的経済という条件下で、社会政策を構成する

エコロジ一政策は無視されていたが、現在はその反動として、反対のしかし同様に否定的な

結果をもたらし得るO

社会政策は、経済的用途やエコロジー的用途に向けられる有限な資源の最適配分を基礎と

するものでなければならなL、。その上、ここでの最適条件は動的な性格を帯びているのであ

るO 文字通りサパイパルということが問題となっている現在の危機の時期において、最重要

の経済的要求を充足するために、この最適条件は破られてしまっている O 危機が克服される

のに応じて、自然保護・自然復元方策、従ってそれへの資金の投入は大きな意味をもつこと

になろう O それと同時にそれに続いて、生産装置の技術的更新の降、にエコロジー要因が大き

な役割を演じることになろう O

エコロジー問題に対する個別的非体系的対処は無力であることを、近年の経験は説得的に

証明しているO 一方で、そのような試みは必ず、共和国や地域そして地区のエコロジー運動

やエコロジー組織、社会団体の代表者、最も崇高な動機を有する「緑」の党によって行なわ

れるのである O 多くの場合、彼らが望むような結果にはならなl'oというのは現存している

資源と、それと競争関係にある社会目標が相容れないからであるO このようなエコロジー闘

争の結果、社会の緊張状態が強まり過激主義がもたらされるのであるO

有効なエコロジ一戦略は、一方では地区や地域そしてグローパルな目標に一致し、他方で

は社会発展の経済的目標、エコロジー的目標、そして社会・文化的目標との一致を保障する

ものでなければならない倒。エコロジー問題の解決において上記目標の一つでも無視するこ

とは、採択された解決の欠陥を意味するO ロシアの長期的エコロジ一政策は、その規模と内

容に応じて分類される極めて捜雑な目標の体系を調和させることに特別の注意を払ったもの

でなければならないのであるO

エコロジ一政策の階層性は、管理・統制機関の規模や解決される課題の内容と特殊性に合

致していなければならない(表 1)。

多くの場合、多層なレベル目標は、あるものは競い合うものであったり、二者択→守であっ

たり、資源が厳格に制限される状況下で実現されるものであったりする O それゆえ、目標の

体系的調和は、専門家の評価やその他の方法を応用して優先順位を決定することが前提にな

るのであるO

そのレベルと規模において多様であるエコロジープログラムの策定と資金確保は、図 1に

見るように互いに部分的に重なり合っているO

図からうかがえるように、各レベルのブロックは多様なスケールの目標とプログラムの統

ーを含んでいるO 例えば下位レベルに配置されているブロック (e)の場合には、単に地区
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(表 1)エコロジ一政策目標の形成・実現システム

エコロジ吋経済叩(エコロ刈柑 管f111・統制機関 m"と.されるプログラムの 主主な資金制i
1 Jt，'iの形成 レベlレ の形成 実ri勾j

全地球レベル I j~胞とその欄問、 グローバルなエコロジー fr<J際的法令、内業べー
tlt界エコロジー 11¥1足1(気候の出暖化、オ スで実現される大規模
プログラムのリー ゾン・ホール、核の安全 フ。ログラム

ダーシッフ。 性、その他)の解決

同際レベル ~I品mJ. 多国H\J 被当を受けた;凶あるい プログラムの実現に|瑚
協定、特別に信Ij は数f14によるエコロジー 心をもっ諸[14による分
設された機関" プログラム(バルト海の

エコロジー保護、オホー

ツク出での魚採取、等)

同民レベル(国家レベル) エコロジー健全化問家プ 同家予算、エコロジー
lbtlll~lj行政機関、 ログラムの実現、国際的 的惨'jJと事故のための
[Kl家エコロジー 要求と刷燥の遵守(非核 予tiij});金
プログラムのリー 化、大ヴォルカーの再生、
ダーシッフ。 その他)

地域レベル 日治JtfIHl<Jの議 エコロジー的発展・経済 税、搾除金、 tl:此機構
会と政附、州議 的発展・社会的発展のパ (団体、協会、企業)

会と政府、地域 ランス、大規模な地域プ の負担lによって自IJ，没さ
プログラム責{l ログラム(石油・天然ガ れる政令

者 !ス!Im出血のB腕、セリゲー
ル・ヴァルダイのレクレー

ション地Ji?の倉l昆t、など)

地方日治体レベル 地区ソビエトと エコロジ-11長守の最小化、 税控除、品川Jci正の先行、
執行妻ti会、地 有者鹿棄物の;j'F口j、エコ 企業家
域の'+:産機構と ロジー・次情報の作成

迎合'i*-コンツェ (モニタリング)
lレン

'H'iJレベル 1t業-繍恥リー 体産のエコロジー的健全 生産活動からの資金
ダーシッフ。 化、環境の復元と浄化、

その他

(図 1) 

a)地球規模の目標と計画のブロック

b)全国家の目標と計画のプロック

c)地域の目標と計画のブロック

d)自治体の目標と計画のブロック

e)地区の目標と計画のブロック
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のプログラムを統一し自治体と地域のフ。ログラムに参加するのみだが、国民的(全国家的)

レベルにあるブロック (b)の場合には、地球規模(国際的)の目標とプログラム、国家的

意義、そして地域と自治体のプログラムさえも含んでいて、最もスケールの大きなプログラ

ムなのであるO このようなシステムの形成は絶え間なく反復される過程であり、この過程は、

エコロジー情勢の分析その他によるモニタリングから提供される全面的かっ適宜のエコロジー

情報に基づいていなければならなL、。

上述の各レベルのエコロジ一政策の内容上の相違は、生じている課題の規模にのみ規定さ

れるのではなく、市場という条件下での課題解決の特殊性にも影響されている。市場という

条件下で活動する企業は最大の利潤を追求し、また自然保護への出費を含む費用を低減する

ことによって自らの製品の競争力を維持することを追求しているO エコロジーへの配慮は、

入手容易な資源の利用への熱望や自然の潜在力の略奪的な搾取に負けてしまうのである。

生産的分野における天然資源への過度の負荷や、原始的で総合性に欠け多量の廃棄物を排

出するような技術は、単なる偽りの生産効率を創りだし、生存環境を不可避的に破壊するよ

うな目先の利益のみをもたらすのである O

自治体レベルや地域レベルでは、エコロジー問題を含む社会進歩の規準と目標がより明瞭

に観察されるO これらのレベルでは、エコロジー的目標と経済的目標そして社会的目標の調

和とバランスがとれた組合わせに達し得るのであるO 地方政府と住民は、エコロジーに損害

を与える生産機能の異常な強化に抵抗する力があるO 他面では、地域のエコロジー状態の改

善を求めての生産プログラムの軽率な縮小は、しばしば否定的結果をもたらす。そのような

場合には、その他に自然保護活動の物質的基礎も損われてしまうのである O 一方には、この

10年間の民主化の下で人々の聞に蓄積されてきた権力機関への不信感があり、同様の状況が

生じる可能性について常に考臆しておく必要があるO 地域の発展目標と地域内企業の発展目

標を一致させる問題は、住民に完全な情報を与えた上で社会団体の参加を通じて解決されな

ければならなL、。

エコシステムと景観の状態とその復元に関する評価を開始することが、ロシアの長期的エ

コロジ一政策の重要な要素にならなければならない。自然が原生状態のまま保存されている

経済的に開発された地域は稀であるときいえ、景観破壊の程度、自然保存・自然復元活動の

方向は本質的に多様である O このような問題に関するエコロジープログラムは、以下の基本

的方針に従って作成されなければならなL、。

1.自然景観の保存。この方針は、独特の自然を有する地域、文化的歴史的関係において

価値のある地域、レクレーションにおいて大きな意義を有する地域、科学的に関心のあ

る地域に及ぶものでなければならず、それらを模範的な総合自然地帯にするものでなけ

ればならない。自然保護区域や禁猟区のネットワークを形成するという方法で、そのよ

うな活動が行なわれるO しかし将来的には、既に存在している自然保護区域の数を増や

して面積を拡張することが求められている O 特に重要な意義を有するのは国立公園の創

設であり、この問題はロシアでは最も焦眉の課題なのである O セリゲール湖、ヴァルダ

イ、南ウラル、アルタイ、ヴォルガのデjレ夕、パイカル周辺、沿海州に国立公閣を創設

して拡張することが適切であると思われるO
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2.景観への損害を低減するために、入閣を原因とする自然環境の破壊を極小化すること。

これは、当該自然地区の条件に適合した最新の技術と特別の設備の利用、天然資源の総

合的利用、廃棄物を出さない技術の利用、その他の方法によって達成される。景観の要

素(成分)の評価に際しては、各種尺度の開発と導入が必要であるO

3.天然の自然環境を文化的景観へと変換させることO 地域で最も大きな意味を持つのは

集約的経済開発と呼ばれる方向である。現在までこの過程は本質的に自然発生的であっ

て、一切統制されず、居住区その他が建設されないまま、半分破壊されてしまった地域

を創りだしているO この過程の最適化に際しては、生態学、景観学、土壌学、地形学、

農学、建築学の一連の専門家たちを、新しい地域の設計や開発の基礎付けに必ず参加さ

せることが求められているO この作業は統一的計画をもたらすものでなければならず、

文化的景観の創造は、必ずあらゆる設計の基礎的分野にならなければならない。農業用

の地勢というものが文化的景観でもなければならなL、。

4. 自然の地勢の再建と復元。上の方針は、鉱業開発、一時的な住居や道路の建設、化学

工業・鉄鉱業・非鉄金属業その他の大企業の建設によって最も大きな被害を被った大工

業センターを有する地域に影響を与えるものであるO このような地域の景観は破壊され

ているが、鉱業がけっして不可避的に地域を荒野にするわけではない。多くの国で行な

われている土地の再肥沃化の経験を利用する必要があると言われているO この場合には、

当該地域の以前の自然的特質に応じて、文化的景観を創造することに論点があるのであ

るO この作業は、立地側と地区ソビエトの共同の努力によって遂行されなければならな

L 、。

環境状態の分析的評価のためには、国内の諸地域の多様なエコシステムと景観に適用され

る地域エコロジー許容規準を作成することが必要であるO

4. エコロジー経費の方向

現在の風潮においては、国家の資源を管理する諸機関がエコロジー的要求に対して鈍感で

あることを過小評価してはならなt¥oエコロジープログラムに対する支持と資金の保証を得

るために、それらの諸機関に影響を及ぼすことは複雑な社会的・心理的課題となるO おそら

く、あらゆるエコロジー問題群を一連の重要な諸方針に適切に細分することで、資金の必要

性と源泉が明瞭となるであろう O 原子炉の安全性の向上、廃棄物の埋蔵と化学兵器破壊に関

する安全な技術の開発その他といったエコロジー惨事の予防活動が、そのような方針の第ー

であると考えるO 第二の方針は、チェルノブイリや南ウラルその他で既に発生してしまった

エコロジー惨事の後遺症の一掃、つまり本質的には壊滅された地域の再建であるO この方針

において主導的な役割を演じるのは、国家と国家予算であることは当然であるO

第三の方針は、以下のような国際的エコロジープログラムを作成することであるO すなわ

ち、地球的規模では気候の温暖化との闘い、核の安全性、オゾン層の保全その他であり、地

域的・国家間的規模では、例えばバルト海のエコロジ一正常化、オホーツク海の資源利用、

ノルウェー、フィンランド、スウェーデンその他との国境を越える環境破壊からの保護など
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であり、国民的規模では、全人類的意義を有する独特な自然対象を考慮に入れつつ、国際的

援助の下、例えばヴォルガ・デルタの保全、地球上から姿を消しつつある一定の生物種の保

護と棲息数の増加、といったプログラムであるO

このプログラムのための資金作りは、主に外国の援助によって行なわれる。

第四の方針には、エコロジー効率規準に関して作成され資金化されたエコロジープログラ

ムが割り当てられなければならなL、。商業活動によって、ボタ山から建設用煉瓦やブロック

を建設する企業の創設、採石場の溜池養殖経営の設立、都市廃棄物再利用工場の建設、その

他を商業ベースで実現可能である。

第五の方針は、国民的あるいは地域的利害を表わす諸対象のエコロジー的保護と再建であ

るO これに関連しているのは、特別に保護される地域の国立公園、自然保護区域、その他で

ある O そのための資金は、地区からも連邦からも提供されなければならないだろう O

最後に、エコロジープログラムの第六のカテゴリーは最も広いものであり、先の5つの方

針に含まれていないあらゆることが含まれる O このプログラムは、地域周辺の企業や機関の

生産的・商業的活動や地区ソピエト予算から資金が保証されるあらゆるエコロジ一環境に関

する方針であるO

土地、森林、水、その他といった基本的な景観要素によって、エコロジー的市場空間(環

境)は特徴付けられるO そこではそれぞれの要素は、復元に向けたエコロジー技術的、エコ

ロジー経済的条件によって規定される O 前者(エコロジー技術的条件)に関連するのは、環

境の「自然J規準、破壊度の評価、破壊動向の予測、破壊の許容限度、環境の健全化と復元

への必要条件、方法(技術)・費用・期間の選択であるO エコロジー・経済的条件に関連し

ているのは、資源と環境の諸要素の所有権、資源価格の決定、税体系、罰金と処罰、地方ソ

ビエトによる投棄許可証の交付、エコロジー・オークション、借入金の利用、エコロジー基

金の利用、エコロジ一対象の民営化条件であるO

上述の条件を実現するには、環境の保全と復元に対する所有者の関心に基づいて天然資源

の利用の効率性を本質的に高めることを可能にするような、天然資源と自然的富の市場の形

成が必要であるO

5. 国民総生産 (GNP)と国富 (NW)の

算出におけるエコロジー的要素の算定

ロシアの GNPとNWにはエコロジ…的諸要素が決して完全には反映されていなL、。

我が国の文献では、思わしくない環境状態によってもたらされる毎年の損害額が引用され

てきたが、それは400，......，700億ルーブルであった (1992年価格で)。ロシア連邦自然環境保護

法の作成者である B.ヴァルフォロメーエフと B.ペトロアは、法律への注釈の中で500億ルー

ブルという数字を挙げている (POCCnffClC8H r83eT8. 1992.3.25.)。エコロジー的要因に

よって引き起こされた人々の病気や急速に老朽化する建物、その他の損害から生じる国民経

済の損失額の評価は、そのようなものであった。しかしこれらの指標、すなわち大気や土壌、

水の汚染というエコロジー上の悪状況が蓄積されたことによって生じる損失は、 GNPと
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NWの指標の中に基本的に反映しているのであるO 病気は労働の継続時間と生産性を縮減さ

せ、更に生産高を減少させるものであるO 建物の老朽化は減価償却その他に影響を与えるO

だがエコロジー資源の間接的経費と自然環境の動態といったものは、それらの指標 (GNP

など)によっては測定できないし、変動の方向もそれらの指標によっては捕えられないので

あるO

自然の状態は悪化するか、現状維持か、あるいは改善することもできる。しかし、チェル

ノブイリ事故 (1986年)やアルメニア地震 (1987年)型の災害によって引き起こされたエコ

ロジー上の大惨事を除いて、エコロジー状況の変化が住民の健康状態の変化や建物の老朽化

を直ちに引起すものではなL、。しかし GNPとNWの算出においては、自然へ与えた損害を

反映する部分を含めてエコロジー状況を完全に考慮しなければならない。

このような損害は、固定資産の再評価と同様に、復元に必要な価額によって算定され得る。

換言するとエコロジー上の損害は、自然環境(大気や水の汚染、土地の肥沃度、その他)を

その最初の状態に戻すために必要な経費として算定することが可能なのであるO 実際の計算

は表2に基づいて行なわれ得る。

GNPから控除されるエコロジー上の損失に関する多少とも信頼できる指標を得るために

は、このような計算を行なわなければならない。現存の評価に基づくならば、 GNPの修正

は極めて著しいものになると思われるO こうして、上述した B.ヴァルフォロメーエフと B.

ペトロフの作業では、その数字は1000億ルーブル (1991年価格)とされたのである O これが

彼らの評価による、「破壊された自然の復元と全体的な環境の崩壊の防止」のために毎年必

要となる投下額なのであるO 我々の観点からすれば、その評価は低すぎると思われるのだが、

それは、エコロジー状態がより良好なアメリカでの1980年代における当該必要投下額がほぼ

1000億ドルであり、それに対してソ連では110億ルーブル、うちロシアでは80億ルーブル(24)

であったことを我々は考慮するからである。その年代にロシアで投資されたルーブル額とア

(表2)2015年までの生活環境復元費用とその効果の計算

1 2 3 4 5 6 

測定対象‘ 復元(再建)対 基本パラメータ 測定単位 ロシアで 復元(再建)の
象の指定(既定 による質的特徴 の拡散度 ために推奨され
の分類による) 付け(既定の分 る方策、復元の

類による) 結果あるいは復
元規模と期間の
特徴付け

7 8 9 10 11 12 13 
費 用 開発による利益損失 復元(再建)が 効率性(効果)

単位別 総額 単位別 総額 発揮する効率 単位別 総額

*表側には測定対象として次の項目が並ぶ。1.1.耕地 1.1.1.黒土の破壊-肥土の

内容、成分、水分、塩化、その他
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メリカで投下されたドル額とは等価であったという評価があることからそう言えるのである。

上述のことから、エコロジー上の損害を考慮するとロシアの GNPは少なくとも12，......，，15%減

少すると言える O

エコロジー上の損害は、国富指標に極めて大きく影響するO 最近まで国富は、その一部が

労働によって創造される国家資産と同一視されてきた。現在では、経済的用途のために探査

され準備された鉱物資源の保有量、農業用土地と森林といった天然の高が国富の構成部分と

して含まれることになっているO 我々は国富の構成部分として、淡水や汚染されていない水、

地域内の海洋と河川などの魚を含むあらゆる天然資源を算入すべきであると考えている O 自

然を完全に算入した国富の綿密な計算を近いうちに行なわなければならなl'oしかし、自然

の富が国富の変動に決定的な影響を与えていることを示す計算と評価が既に存在しているO

B. K. ファリツマンの資料によると、 1960-1988年における財産の増加のうち「人間の手

による富Jはソ連で、は2.3兆ルーブルであったが、自然の富は5.1兆ルーフソレ減少した(お)。

結局、 1960，......，，1988年にかけてソ連の国富は2兆8000億ルーブルの減少、すなわち、偉年100

0億ルーブル減少したのであった。この数字には、石油・ガス・石炭・鉄鉱石の貯蔵量の減

少と森林や耕作地の面積の減少が反映されているO 淡水保有の減少、土地の肥沃度の低下、

土地・大気・貯水油の汚染は、この計算では考蔵されていないのである。しかしながら、こ

れらによって引き起こされる毎年の損害は、上述したように1000億ルーブノレ(1991年価格)

規模であると見なされているO

NW (期首)+GNP A-I1=NW (期末)

国民総生産 (GNP)と国富 (NW)との関係では、期末の NWは、期首の NWプラス蓄

積(すなわち減価償却(A)と消費(I1)を控除した GNP)に等しいのであるO

半世紀以上にわたってソ連中央統計局・国家統計委員会が行なってきた国民経済バランス

計算においては、国民総生産という指標と共に国民所得という指標が用いられ、国富はその

人工的部分である財産というものに限られていた。この指標は、 70年代から始まった主に資

源の悲惨なほどの減少による減耗・減価問題を回避することを可能にした。もしエコロジー

的なものも含めた天然資源の減少を考躍するならば、蓄積はマイナスであることが明らかに

なり、国富の減少を意味するNW(期末)は NW(期首)を下回ることになった。

環境と発展に関する国連会議(ブラジル、 1992年)で採択された勧告では、資源の計算に

は資源、社会の分野のエコロジー経費を含んだ計算に移行させる必要性が記されている(お)。

これは正しい考え方であるO というのは、このような価額のみが、正しい再生産価額であっ

て、経済の安定的発展メカニズムの基礎として現実に役立てることが出来るからであるO だ

がこのような計算の下では、我が国の国富の減少はもっと大きいことになる O

6. エコロジ一政策実現の経済的メカニズム

有名なエコロジストであるモリス・ストロングは、国連環境・発展会議(ブラジル、 1992

年6月)にむけてモスクワで行なわれた公聴会で発言し、今日のエコロジー政策の破壊性と、

その政策が経済発展との関係においては副次的でしかないことに注意を向けたo M.ストロ
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ングは、「我々は環境分野での完全な破滅に脅かされており、発展ということが安定的にな

るように、発展問題に対するアプローチ自体を変更する必要がある。我々は……『安定的発

展』という言葉を現代の現実に合致するものに変え、自然や環境を破壊せずに発展し続けら

れるようにしなければならないのであって、それなしには将来の発展はあり得ないのである」

と述べた。 M.ストロングは、我が国の過渡期の困難を、エコロジーに対して注意を払わな

い口実として用いてはならないことを強調するO エコロジーは経済生活から切り離し得ない

要素にならなければならないのであるO

長期的計画における発展の新しいパラダイムは、エコロジーは経済に対して優先するとい

うことに立脚していなければならなL、。既に述べたように、このことは資源配分政策の根本

的変更と、エコロジーへの資源割当の残余原則の放棄を求めるものであるO 長期的発展モデ

ルは、エコロジー的要素と経済的要素を総合したものでなければならないし、所定のパラメー

タと規準に従って最大の効果の達成を保証するものでなければならな ~\o ロシアの新しいエ

コロジ一政策実現の経済的メカニズムと、時間と空間(地域)別の発展の速度とバランスは、

経済数学の方法と最適計算に基づいて決定されよう O

市場経済という条件下でロシアのエコロジ一政策の経済的メカニズムを創造するという課

題は、伝統的な思考にとってはなじみのないものであると思われるO つい最近までの我が国

において独占的に支配してきた社会的所有と中央集権的計画が、エコロジー上の安全と自然

保護を保証するという課題に応える最良の方法、社会的利害に合致するものであると思われ

てきた。

現実は逆であった。市場経済が発達した国でエコロジー的課題が最もうまく解決されたの

であるO 私的所有は、所有者を節約的な資源利用へと駆り立てるのであるO そこでは社会的

利害を保証するために、企業の自然保護活動を刺激し、かっ企業の経済力を損わないような

特別税、罰金という極めて効率的な体系が用いられているO

近いうちにロシアでも同様の体系を創り上げなければならな ~\o 現行の税体系は生産に対

する関心を制約しており、同時に最も正当で安定的な歳入源泉である天然資源利用税を軽視

している O 歳入のほんの 3%がこの源泉から獲得されている O 他方、天然資源がはるかに少

ない諸外国では、その割合ははるかに高いのであるO 近い将来、我が国の税体系が根本的に

変わることが予想される。エネルギーと他の有用鉱物の価格が自由化されるにつれ、本質的

には差額地代ととして理解できる天然資源税が我が国の主要な歳入源の一つになるO 天然資

源市場が形成された場合にのみ、効果的なエコロジ一戦略が可能になることは明らかである。

市場こそが利用可能な資源の真の価格を決定するのである。

市場は様々な経済用具の利用を可能にするO 例えば、有害廃棄物の規制と当該地域の各企

業への廃棄物許容限度の割当に対する、国内経験にとっては新しいアプローチがそれであるO

当該地域の廃棄物許容レベル内で、の廃棄物総量に対する許可は、汚染企業との協定あるいは

オークションに基づいて与えられよう O これによって地方政府は、住民のエコロジー的社会

的保護のための追加的資金を獲得し、エコロジー状況に対する然るべきコントロールを保持

するのであるO 有害廃棄物の源である企業に対しては、生産の改善や廃棄物の再利用、浄化

設備の追加的設置などが刺激されるか、あるいは強制される O 発達した諸国では、このよう
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なエコロジー・経済的システムが成功裏に適用され始めたのであるO

長期的エコロジ一政策の効率性は、価格評価のみではなく規準となる現物指標の変動によっ

ても測定され得るO 価格評価に基づいて、あらゆる自然保護活動と自然復元活動を考慮した

上で、ある地域の発展ヴアリアントが最適化されよう O しかし、居住環境を構成するものの

価格評価や、健康状態・寿命・その他の人口動態学的諸指標・周囲の自然の生物学的ポテン

シャルと居住環境を構成するものとの相関関係の価格評価は極めて困難であり、労力を要し

長期にわたる特別の研究の結果としてのみ得られるであろう O

より簡単で、しかし充分に正しいエコロジー効率の評価方法は、経費全体が反映されるよ

うな生産物の「エコロジー価格Jという概念を利用することであろう O そこでは、採取され

た天然資源額や損害額、自然環境の構成要素の汚染や破壊の結果として自然が被った損失額

が算出されると共に、環境からある構成要素(例えば耕作地)を取り上げることによって生

じる遺失利益額も算出されるO

天然資源の価格は、当該種類の資源を再生産するために必要な費用の評価に基づいて、あ

るいはそれらの資源の利用の結果として得られる経済効果の評価によって確定されよう O 自

然環境の損害額は、被害を受けた側面に対して予想される出費を算入した上で、損害を補償

するための全費用として算出されるO 一定の種類の生産物の生産が不足していることによっ

て国民経済が被る損失と同様に、破壊(汚染)された環境を当初のレベルに復元するために

必要とされる自然復元作業(例えば、森林後元作業)も、補償に加えられるべきであるO

エコロジ一政策の効率は、判定用現物指標によって測定されるが、その指標は社会発展の

全般的現実的方向を反映するものでなければならな ~\o そこでは、制約条件として測定体系

に含まれるあらゆる指標の改善(悪化しないこと)条件(パレート最適)が存在するO

7.長期的エコロジ一政策実現の諸段階

長期的エコロジ一政策の重要な構成要素は、社会・経済発展との緊密な相互関係の下で政

策実現の諸段階を決定することであるO 発展と自然環境保護との不可分の関連を認めること

は、リオ宣言と前述したブラジルでの世界エコロジー会議の他の文書における主題となって

し、fこO

今後の経済・社会発展予測とロシアの国際的経済関係の拡大・強化の予測に基づいて、エ

コロジ一政策は3つの段階に区分されよう O ロシアでは生産が減少し続けて生活に必要な多

くのものの不足が感じられる第1段階におけるエコロジー政策は、基本的に「損害を与えな

い」という原則に基づいた管理を行なうことに照準を合わせなければならない。この段階に

おいては、自然破壊の速度をせめて遅らせることや地域のエコロジー危機を一時的に停止さ

せることが必要であるO

エコロジ一政策の第 1段階と第2段階の重要な課題は、国内外の企業家の資金によって実

行される自然保護・自然復元プログラムは経済的に利益があることを実証することであるO

新しい技術の応用はここでは真に無制限の可能性を切り開く O 最新の設備は、ガス状・粉

状・液体状の工業廃棄物の感知・分離と数千トンもの高価な二次原料の利用を可能にしてい
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るO こうして例えば、エコロジ一事業にその経済活動を特化させているドイツの企業ヒョー

リテルは、採炭廃棄物から燃料を抽出しコークスを生産する設備をクズ、パスに設置して良好

に稼働させているO

ゴミで汚染された広大な地域の多数のボタ山や数十億トンの「残りもの」には、多くの金

属を含有している鉱石や、装飾に使える石・希土類元素が隠されているのであるO それらを

合理的方法によって抽出することから生ずる利益によって、現在工業廃棄物に覆われている

土地を経済的に実用可能なものへと回復させることや土地の再肥沃化に要する費用を、かな

り根本的に再検討できる。このことは採炭によっで景観が損傷された地域に関連するもので

あるO それらを利用することによって、エコロジー上の効果と同時に、低層建築物向けの大

量の壁用資材を手に入れることが出来るO

エコロジ一政策の第2段階と第3段階においては、国民経済発展における燃料・原料の多

消費方向が克服されてエネルギ一節約技術が広範に普及するので、国民経済の構造的立て直

しと再建のためのより良好な条件がいち早く形成されるであろう O ここでは、ロシア連邦政

府の立法に関する中期プログラムが重要な役割を果たすのだが、それは軍産複合体の縮小と

民需転換に関するものであるO 手元の資料によれば、つい最近まで全機械製造量の3/5を超

える部分を軍事関連が占めていた。機械製造量の1/3が設備投資であったが、そのうちの圧

倒的に大きな割合がまた「国防」装備と燃料・原料コンプレックス向けであった(問。国防部

門は、電力、エンジン燃料、金属、その他の原料資源の30---50%を消費していた明。それら

の消費量を削減することによって、まず最初にエコロジーが悪化している地域で、技術を原

因とする自然環境への負荷を軽減できるO しかし民需転換のエコロジー効果は、はるかに大

きいのは当然であるO 他の民需転換プログラムと共に、エコロジー的民需転換フ。ログラムが

作成され実行されなければならなL、。

長期的エコロジ一政策の第3段階は、危機後の復興と経済成長の安定という問題を含んで

いるO この段階においてはエコロジー上の要求や課題が大きな役割を果たすが、それは将来、

21世紀の初めには、社会経済の発展において決定的な役割を果たし、ヨーロッパの先進諸国

や北アメリカそして日本で占めている地位と同様の地位を占めることになるO 多額の経費を

要する大規模な自然保護構想の実現可能性が生まれるO ほとんど死にかかっていたアメリカ

の五大湖やヨーロッパのライン川の浄化や、以前から交通整理警官がガスマスクをつけて働

いていたニューヨーク、ロンドン、東京の大気の浄化の経験が、エコロジ一再建の好例とし

て役立とう O

全ての段階において、エコロジ一政策の作成と実行に際しては、国家が主導的役割を果た

す使命があるO 国家は将来の大きなエコロジープログラムの資金に加えて、今から自然保護

活動分野での法律的規制を確保するO 最良のエコロジ一戦略であっても、それが法体系によっ

て支えられないのであれば失敗に終ることが運命づけられている O 民法と刑法をエコロジ一

関連の法律に応じたものにしなければならな ~'o 法律を遵守させる機関はそれ自身のやり方

で、反エコロジーの極みとの闘いを本気で更に厳しくしなければならなL、。

我が国のエコロジー研究は、中央や地方の多数の研究所や基金、社会団体、そして独立の

グループが極めて集中的に行なっているO これらには、環境の状態に関する一次情報が蓄積
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されているのだが、その情報は国家によるモニタリングと共に、地蛾と全ロシアのエコロジー

問題についての総括的な報告の基礎として役立つのであるO しかし、現在のエコロジー情報

の収集・利用システムは時代遅れで現代の要求を完全には満たし得ないので、長期的には新

しい組織・技術基盤に基づいて根本的に改造しなければならない。このシステムには次の点

が含まれていなければならなL、。

1.水や土壌、大気、森林、その他の環境要素の監視と管理を行なう多くの省庁機関と国

家が共同で行なう、自然環境モニタリング。

2. 自動管理・反応システムO

3.戦略的決定を作成し、投資政策とエコロジープログラムのポートフォリオを立案する

総合分析センター。

こうしたシステムの創造は、 2000年への長期予測の最初の段階で実際に可能な筈であるO

組織的再建と技術的装備というこつの方向が、このシステムの創造の重要な条件として求め

られるO

技術的装備は、エコロジーを管理する機器とコンビューターの導入を前提としているが、

このコンピューターは共同利用網の下で稼働し他国の同様のシステムと連結されるO このプ

ログラムは、民需転換から得られる資金と、エコロジー上の安全性やロシアからの正しい情

報の獲得に関心をもっ外国投資家の負祖によって可能になる筈であるO 組織的計画において

は、なによりも現存の気象観測所ネットワークの設備の充実と拡張によって課題が解決され

るはずである O

8.結論

ロシアの発展の長期予測にとって原則的に重要な結論は、以下のようにまとめられよう O

エコロジー的要因は、ロシアの住民の生き残りとロシア連邦の安定的発展にとって非常に

重要であるとの考えに立脚して、今後の20年から25年のうちに、社会と国民経済におけるエ

コロジ一方針の大きな制度改革が不可避的であるO 社会に対しては、生活環境の保護と再生

のために国民所得のかなりの部分(10%近く)を割り当てることが強いられるO 国民所得を

蓄積と消費の二つに分配するという習慣的な分配方法を、蓄積、消費、エコロジーの三つに

分配するものへと移行させなければならなL、。そのうちのエコロジ一部分は、蓄積(地域の

エコロジー的再建、国富を増加させる活動)のみならず、消費(水や空気、土壌、植物界・

生物界の保護の確保)によっても形成されるoi自然の富Jという指標は、現実的な中身を

獲得しなければならないし、自然環境を損うような巨大プログラムの効率性評価における重

要なものの一つになり始めなければならなL、。そのためには、真の資源価格を決定するよう

な資源市場の創設を初めとする自然利用の経済的メカニズムの改革が必要であるO

現代のあらゆるエコロジ一発展問題はグローパルな性格を帯びているO 地域が互いに分離

している状態はエコロジー問題解決の障害となるO それゆえCIS諸国にとって統一エコロジー

圏を維持するという課題は、統一経済闘を維持するという課題に劣らないほど焦眉なのであ

るO これに関しては、 CIS諸国間で締結されたエコロジー協定やエコロジーセンターの創設、
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そして共同エコロジー基金形成の合意が確かな成果であるO しかし、それらの成果を更に発

展させる必要がある O この協定を完全な国家間協定の地位へと押し上げなければならないの

である倒。

ロシアはエコロジ一分野での積極的外交政策の必要に迫られているO 現在の条件下におけ

るエコロジー的アウタルキーは経済的アウタルキーよりもさらに不合理であることが論証さ

れているO これに関しては、ロシア連邦環境・天然資源大臣である B.ダニーロフ・夕、、ニリャ

ンの警告、すなわち、「自然の体系と遺伝子が元には戻せないほどに変わってしまう速度は、

(西側の援助なし)で自然を復元するのに充分な力がつくまでに経済を発展させる速度より

も早い」側という警告が完全に正しいと思われるO 一方、エコロジ一分野で我が国が必要と

している国際的協力の可能性については、自然環境保護法に対する反応に相当するほどの反

応を得られなかった。国際的舞台ではエコロジーの問題性は驚くほど無視されているO その

ことは単に我が国にとって損害的であるだけではなく、 ECの利害にも反するものなのだが、

それはロシアのエコロジー状態は他のヨーロッパ諸国にとっても脅威であると思われるから

である。スカンジナヴィア諸国は、東の隣国の広大な地域の自然環境の危機的状況から生じ

た、国境を越える大気汚染と貯水池汚染を再三にわたって指摘したのであるO チェルノブイ

リと同型の原子炉が設置され稼働しているレニングラード原発、コラ原発、イグナリン原発

に近いフィンランド、スウェーデン、ノルウェーが特別の不安を感じているO これらの国々

は原子力発電所の安全性向上作業に対して多額の資金を支出してきたし、その作業に積極的

に参加しているO

自然環境保護は、あらゆる国々が関心をもちながら協力し合える唯一の場、競争や相互不

信から解放される唯一の場なのであるO とりわけ、 21世紀には天然資源に関する法律が国際

化されることを期待しなければならない。

結局、ロシアのエコロジ一政策は世界の共同エコロジ一保全体系に統合されなければなら

ないのであるO 我々の惑星のエコシステムの状況に対する共同責任の必要性は、人々の協力

という普遍的理念からのみではなく、エコロジ一過程の本質そのものからも生まれてくるO

人類の生存の脅威である温室効果、オゾン層の破壊、放射線の放出、イオウ化合物による大

気の有毒化、重金属その他の危険物による水や土壌の有毒化には国境はない。それらと闘う

ためには、全世界が一致した協力が必要なのであるO

(杉本龍紀訳)

A
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(Pe3IOMe CTaTbH) 

3KOnOrHQeCKHs KpH3HC B POCCHH H rryTH 

ero  rrpeo且oneHHH

a EEflKMH， a CTOPOlliEHKO 

B rrepexOnH~A rrepHO江， KOTOp~A rrepe)f(HBaeT ceAqac POCCH51 H CTpaH~ 6~B lIIerO 

CCCP， K Tpa且HUHOHH~M 中aKTopaM nerpa瓦aUHH rrpHpOnHOA C pe且~ rrpH6aBHJIHCb 

OTHOCHTeJIbHO HOB~e rrOJIHTHqeCKa兄江e3HHTerpaUH51 CCCP H JIHKBH且aUH51

06werocynapcTBeHH~X HHCTHTYTOB 3KO刀OrHqeCKOrO KOHTpOJl51， Me苑{HaUHOHaJIbH~e

KOH中JIHKT~ H BoAHbI， pa3PYlIIeHHe 3KOJIOrHqeCKOrO rrpOCTpaHCTBa， COUHaJIbHa51 

Harrp冗)f(eHHOCTb B 06WeCTBe， He3aHHTepeCOBaHHOCTb KOMMepqeCKHX CTPYKTYP. 

Ilpo江OJl)f(aeTC51 pa3PYlIIHTeJIbHOe B03江e免CTBHe BOeHHbIX H 冗nepH~X rrpOH3BOnCTa 

KOTop~e HaHOC51T OKPY)f(aIOWeA cpene， cpene 06HTaHH兄可eJlOBeKa， H aH60JIee 

CH刀bH~A H TPY且HO YCTpaHHMbIA Y凹ep6. 3TH HeraTHBH~e 中aKTopbl OKa3bIBaIOT 

Ha rrpHpO江Y 60JIee CHJIbHOe B03neAcTBHe， qeM OTne JlbH~e rr03HTHBH~e 3JIeMeHT~ 

B OTHOlIIeHHH 06weCTBa K 3KOJIOrHqeCKHM rrp06JleMaM， KOTOp~e rr051BHJIHCb B 

rrepHon rrepeCTpoAKH. 

C yqeTOM 3Toro， B POCCHH no江)f(Ha 6bITb pa3pa6oTaHa nOJIrOCpOqHa51 

3KO江OrHqeCKa兄 rrOJIHTHKa， KaK COCTaBHa兄 qaCTb rrOJIHTHKH 3KOHOMH可eCKoA. B 

OCHOBe rrOJlHTHKH nO刀班{H~ Jle)f(aTb rrpHHUHrr~ OrrTHMaJlbHOrO pacrrpe江eJIeHH51

orpaHH可eHH~X peCYPCOB Ha COUHaJlbH~e H 3KOJIOrHqeCKHe HY克{江bI，cor JIaCOBaHH e 

ue刀eA H HHTepeCOB cy6もeKTOB Bcex YPOBHeA (OT Me)f(江YHaponHoro c006WeCTBa 

nO )f(HTeJIe路氏OHKpeTHoro HaCeJleHHOrO rrYHK1百)rrpH rrpOBe江eHHH 3KOJIOrHQeCKOA 

rrOJlHTHKH， a TaK)f(e OueHKa COCTOHHH兄 3KOCHCTeM H rrpHpO瓦H~X 江aH江田a申Toa

B ceronH51lIIHHX peaJlH51X HeJlb3H HenOOueHHBaTb HeQYBCTBHTeJlbHOCTb K 

3KOJIOrHQeCKHM HY)f(naM OpraHOB， yrrpaB刀兄IOWHX pecypcaMH rocynapCTBa. 日0-

BH江HMOMY， H e06xo且HMO paCQJleHH1、b BCIO rrp06JIeMaTHKY Ha p51江 Ba)f(HeAlIIHX

HarrpaBJIeHH~ Heo6xo且HMOCTb H HCTOQHHKHφHHaHCHpOBaHH51 KOTOp~X 6ynYT 

OQeBHnH~. K TaKHM HarrpaBJIeHH51M MO)f(HO OTHeCTH neπTeJIbHOCTb rro 

rrpenyrrpe斑江eHHIO 3KOJlOrHQeCKHX KaTaCTpO申 JIHKBI-日aUHIO rrOCJIenCTBHA y)f(e 

C刀YQHB凹班XC51 3KOJIOrHQeCKHX 6e且CTBHA， YQaCTHe B p51ne rJI06aJIbH~X H 

Me)f(且YHaponH~X 3KOJIorHQeCKHX rrpOrpaMM， 3KOJlOrHQeCKHe MepOrrp51TH兄，

ocyweCTBJl兄eMble HCXO瓦51 H3 KpHTepHeB TeKywe~ 3KOHOMHQeCKO~ 3むpeKTHBHOCT H， 

3KOJlOrHQeCKa冗 3aWHTa H peKoHcTpyKUH冗 06もeKTOB， rrpe江CTaBJl51IOWHX HHTepeC 
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江刀兄 06weCTBa， a TalOKe MepOnpH兄TH冗 HanpaBJleHHe Ha H3MeHeHHe 06wero 

3KOJlOrH4eCKoro 争OHa.

CaMOCTO冗TeJlbHyIO HaY4HyIO H npaKTH4ecKyIO np06JleMY npe且CTaBJl冗eT

y4eT 3KOJlOrH4eCKOrO 申aKTopa npH HC4HCJle即日 nOKa3aTeJles BHI1 H 

HaUHOHaJlbHOrO 60raTCTBa (H6). I10 B羽田lMOMy，3KOJlOrH4eCKHfi ywep6 CJleJlyeT 

onpe江eJl兄Tb 3aTpaTaMH， KOTOpble， 4T06bI BepHyTb H3MeHHBWYIOC兄 B pe3yJlbTaTe 

3arpH3HeHHH npHpO江HYIO cpe江Y K COCTO兄HHIO Ha Ha4aJlO OueHHBaeMOrO 

nepHO且a. I1pe江JlaraeTCH CXeMa npaKT目立eCKoro paC4eTa 3KOJlOrH4eCKOrO 

ywep6a (Ha npHMepe BOCCTaHOBJleHHH naXOTHblX 3eMe刀b). OueHKH nOKa3bIBaIOT， 

4TO Y4eT 3KOJlOrH4eCKOrO ywep6a MOiKeT CHH3HTb nOKa3aTeJlb BHI1 POCCHH 

no MeHbWefi Mepe Ha 12 -15%. 

B HaCTOHwee BpeM兄 B nOH兄THe H6  BKJlI04aeTCH HaUHOHaJlbHOe HMYlllecTBo， 

C03江aHHoe TPY110M， H 4aCTb npHpOl1HOrO 60raTcTBa pa3Be且aHHble H 

no且rOTOBJleHHble K X03兄fiCTBeHHOMY HCnOJlb30BaHHIO 3anaCbl CblpbH， 

CeJlbCKOX03兄賞CTBeHHble 3eM刀H H 江eca. CB兄3b H6  H BHI1 BblpamaeTC兄

paBeHCTBOM H6  (K) H6  (H) 十 BHTI - A - TI， r江e

HE  (K) 一 HaUHOHaJlbHOe 60raTcTBo Ha KOHeu nepHO瓦a

H6  (H) 一 HaUHOHaJlbHOe 60raTcTBo Ha Ha4aJlO nepHO江a

BHTI - BaJlOBO泊 HaUHOHaJlbHbl負 npo且yKT

A - aMopTH3aUHH 

日 一 nOTpe6JleHHe

OLIHaKO pac可eTbI no npe江JlaraeMO負 MeTO江HKe nOKa He npOBOl1HJlHCb. 

B pblH04HblX yCJlOBHHX C03江aHHe 3KOHOMH4eCKoro MexaHH3Ma 江江兄 peaJlH3aUHH 

3KOJlOrH4eCKofi nOJlHTHKH npe江CTaBJlHeT 3a江a4y，HenpHBbI4HyIO 江刀冗 Tpa且HUHOHHoro

nJIaHOBOro MbllIlJleHH兄. B POCCMH npel1CTOHT C中OpMHpOBaTb cHcTeMy CneUHaJIbHblX 

HaJlOrOB， BbIllJlaT H lIlTpaφHblX caHKUH札 CTHMY刀HPYIO回目X npHpo江ooxpaHHyIO

江e兄TeJlbHOCTb npel1npH兄THH， HO He no江pblBaIOlllHXHX 3KOHOMH4eCKHe B03MO爪 HOCT九

HaH60JIee nepcneKTHBH日M HCT04HHKOM 110XO瓦OB Ha 3KOJIOrHIO， no -BH江HMOMY，

HB刀兄eTC兄 HaJlOr Ha npHpOl1Hble pecypcbl， KOTOpbl抗 江o CHX nop B POCCHH 

可pe3BbI可a抗HO MaJI. <D<コpMHpOBaHHe pbIHKa npHpo江HbIX pecypcoB n03BO江HT 江aTb

HM 06もeKTHBHyIO3KOHOMH4eCKYIO oueHKy. Hap冗l1Y CO CTOHMOCTHblMH nOKa3aTeJlHMH 

Hy冗<HO HCnOJlb30BaTb H cHcTeMy HaTypaJlbHbIX nOKa3aTeJlefi， xapaKTepH3YIOWHX 

COCTOHHHe H 且HHaMHKY 3KOJIOrH4eCKHX napaMeTpOB. 且OCTaT04HO KoppeKTHblfi 

MeTOl1 oueHKH 3KOJIOrH4eCKOfi 3紳 eKTHBHOCTH B03MOiKeH 即日目C4HCJIeHHH TaK 

Ha3bIBaeMofi “3KOJIOrH4eCKofi ueHbl npOH3BO且CTBa，" B KOTOpofi MOrYT 6bITb 

Y4TeHbI CYMMapHble H3且epiKKH， CTOHMOCTb H3bIMaeMbIX npHpO江HbIX peCYPCOB 
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H HX BOCCTaHOBneHH兄且o rrepBHqHOrO ypOBH凡 CTOHMOCTh rrpHpO江HblX peCYPCOB 

orrpe且e刀HeTCH nHOO rro 3aTpaTaM Ha HX BOCrrpOH3BOllHOs cpe且e Orrpelle嘩

江河eTCH rrOJ1HbIMH 3a Tpa TaMH B TeqeHHH TeKYIllerO rrepHO且a.

日CXO江兄 H3 rrepCrreKTHBHOrO rrpOrH03a pa3BHTHH POCCHsCKOs 3KOHOMHKH H 

OOIlleCTBa. MOmHO BbI江eJ1HTh TpH BpeMeHHbIX 3Tarra 3KOnOrHqeCKO負 rrOJ1HTHKH: 

1) 3Tarr 3KOHOMHQeCKOrO KpH3Hca (3aMellneHHe rrpouecca pa3PyweHHH rrpHpOllbl H 

OCTaHOBJ1eHHe 3Toro npouecca B pasoHax 3KOnOrHqeCKOrO oe江CTBHH); 2) 3Tarr 

llerrpeCCHH H OmHBJ1eHHH (HaqaJ10 BHe江peHH兄 HOBblX 3KOnOrHQeCKHX rrOllXO江08.

pecypcocoeperaIOIllHX H yTHnH3aUHOHHbIX TexHonorヲ叫); 3) 3KOHOMHQeCKHs POCT 

H CTPYKTYPHaH nepecTposKa X03HsCTBa (BoccTaHOBJ1eHHe H 3K0J10rsQeCKa兄

peKoHcTpyKUsH rrpspollHOs cpellbl). 

ITpHHUsrrsaJ1hHbls BblBOll 江OJ1rOCpOQHOrO rrporH03a Poccss - 3TO BblCOKaH 

3HaQsMOCTb 3K0J10rsQeCKorO中aKTopa 且nfI BblmHBaHs兄 HaCeJ1eHsH 珂 YCTOsQsBoro

pa3BsTsH CTpaHbI. Heooxo江川WCTh BbI江eJ1eHHH Ha 3K0J10rHQeCKHe uens 

3HaQsTenhHos QaCTs HaUsOHaJ1bHOrO nOXOlla (且o10%). npHHUsnsaJ1bHa兄 BamHOCTh

MemllYHapo瓦Horo COTPY江HsQeCTBa B pe田eHss r刀OOaJlhHblX 3K0J10s可eCKsX

npoo刀eM.

(Pe3IOMe CTaThH COCTaBsJ1 AHnpes E enoB) 
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